高齢者虐待対応専門職チーム経験交流会
日時：2012年4月14日（土）13:00～17:00

場所：弁護士会館2階講堂「クレオ」Ａ

主催：日本弁護士連合会・社団法人日本社会福祉士会

【挨拶】日本弁護士会連合会副会長　宇都宮眞由美氏
　4月に副会長に着任した。法律の専門家である弁護士と福祉の専門家である社会福祉士が高齢者虐待対応専門職チームを結成し、全国に設置が進められている。今年10月には障害者虐待防止法が施行される。障害者虐待対応、施設虐待対応において、今までの経験を生かしたい。この交流会が今後の活動のエネルギーとなるような会にしたい。
【行政報告】

資料１　厚生労働省老健局高齢者支援課認知症・虐待防止対策推進室長　勝又浜子氏

養介護施設従事者等による高齢者虐待が24.0％増加。特に特養、ＧＨで多い。要介護度で見ると、要介護度４で最も多い。着衣を前後逆に着せ、車椅子から離れられないように縛る。流動食を捨てるなどの行為があったため改善命令が行われた。
　擁護者による虐待については、養介護施設従事者による虐待と比べて、要介護１・要介護２、自立度Ⅱ・自立度Ⅲが多く、経済的虐待が25.5％である。世帯で見ると、未婚の子と同一世帯で37.3％、被虐待者との続柄では、息子が42.6％・夫が16.9％である。自立度Ⅱ以上の高齢者を息子・夫が介護している世帯について未然に介入できる体制を構築していく必要がある。
　平成23年12月6日、平成22年度の高齢者虐待・高齢者の養護者に対する支援等に関する法律に基づく対応状況等に関する調査結果の公表を行った。加えて、認知症の正しい理解を促進すること、マニュアルを作成すること、ネットワークを構築することについて、市町村へ通知した。（http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r9852000001wdhq.html）

　今後、認知症高齢者の急増、単身または夫婦のみの世帯の増加により、地域包括ケアの推進が必要となり、成年後見制度の利用については市長申立てや市民後見人の育成が求められる。老人福祉法の改正（http://www.mhlw.go.jp/topics/kaigo/dl/kibankyouka.pdf）により、市町村は後見、保佐及び補助の業務を適正に行うことができる人材の育成及び活用を図るために必要な措置を講ずるよう努めることが明記された。
　市民後見人育成に関しては、『市民後見人養成研修カリキュラム及び実施に係る報告』を（http://www.jichitai-unit.ne.jp/network/guardian_full.pdf）参考にしていただきたい。平成24年度はテキスト開発が検討されている。市民後見推進事業により、平成23年度は1億円（1ヶ所当たり600万円程度）が予算化された。平成24年度は2億円が予算化されている。
